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2017年 4月 26日 
各 位 

『民間事業者の質を高める』 

一般社団法人全国介護事業者協議会 
理事長 佐藤 優治 

 

厚生労働省 「平成 28年度 老人保健健康増進等事業」成果物 

『地域を支える介護事業者とは－生活支援・介護予防サービス創出の手引き－』の作
成・公表について 

 

 一般社団法人『民間事業者の質を高める』全国介護事業者協議会（略称：民介協 理事長 佐藤 
優治、東京都千代田区内神田 2丁目 5番 3号 児谷ビル 3階）は、厚生労働省「平成 28年度 老
人保健健康増進等事業」補助金を活用し、『地域を支える介護事業者とは－生活支援・介護予防サ
ービス創出の手引き－』（以下、本手引き）を作成・公表いたしましたので、お知らせいたします。 
 

 本年４月より全国の市区町村において、「介護予防・日常生活支援総合事業」が始まるなど、高
齢者の地域生活を支える生活支援や介護予防の重要性がますます高まっています。 
 しかしながら、生活支援等サービスを提供する社会資源の少なさなどの要因から、自治体ごと
の特色を出した取組みが行いづらい状況にあります。 
 
 そこで当協議会では、日頃から住民に寄り添ったケアを提供し、地域の課題に精通した在宅介
護事業者による生活支援等サービスの創出・提供を促進すべく本手引きを作成いたしました。本
手引きは、介護事業者へのアンケート調査や生活支援等サービスに取り組む先進的な事業者への
ヒアリングなどを踏まえ、介護現場での活用を念頭に置いたサービス創出マニュアル（Q&A形式）
を中心に構成いたしました。また、昨年度末に全国の市区町村や地域包括支援センター、介護事
業者へ配布し、現在、各地域の総合事業の現場でご活用をいただいております。 
 

 ■『地域を支える介護事業者とは－生活支援・介護予防サービス創出の手引き－』の作成・公表について 
１．冊子名称 

・ 『地域を支える介護事業者とは－生活支援・介護予防サービス創出の手引き－』 
 
２．内容（3~5ページ参照） 
（１） 生活支援等サービスの創出に取り組む自治体と介護事業者との座談会 
（２） 生活支援等サービス創出の手引き（創出マニュアル・Q&A形式で整理） 
（３） 生活支援等サービスの創出促進に向けた政策提言 
（４） 東北福祉大小笠原浩一教授（有識者検討委員会 委員長）による生活支援等サービスの

持つ介護経営上のメリットに関する解説（寄稿）など 
 
３．普及啓発の方法 

・ ３,000部印刷し、全国の地区町村（総合事業担当部署）、地域包括支援センター、介護事業
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者へ配布。 
・ 全国３都市（仙台市、千代田区、大阪市）で講演会を実施。 

 
４．本冊子の作成団体 

・ 一般社団法人『民間事業者の質を高める』全国介護事業者協議会（略称：民介協）は、在
宅介護サービス事業者の全国団体であり、平成 28 年 12 月末時点で 600 社を超える介護
事業者が加盟しています。 

・ 2002年の団体設立以来、「介護サービスの質を高める」「介護が必要な方の地域での生活を
支える」という使命のもと、全国 8 ブロックでの研修会の開催、厚生労働省をはじめとす
る関係機関への政策提言や要望書の提出、介護の質の向上に向けた調査研究などを実施し
ています。 

 
５．本件に関するお問い合わせ先 

・ 民介協事務局（TEL：03‐5289‐4381 ／ 電子メール：info@minkaikyo.info） 
 

 以 上 
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『地域を支える介護事業者とは－生活支援・介護予防サービス創出の手引き－』 
冊子概略 

 
事 業 内 容  

  

① 後述の各種調査や試行事業を通じ、地域の介護事業所の専門職が住民と協働して生活支援等

のサービスを創出する際の課題を整理する。 

② ①で抽出・整理した課題に対応し、介護事業所と地域社会との協働によるサービスの創出を

図るためのマニュアル『地域を支える介護事業者とは－生活支援・介護予防サービス創出の

手引き－』を作成する。 

③ 作成した手引きについて全国の自治体や地域包括支援センター、介護事業者への配布、成果

報告会の開催を通じて普及・啓発を図る。 

 

事 業 概 要  

 
１．全国の介護事業者に対するアンケート調査 

 介護事業者の専門職と地域住民との協働による生活支援や介護予防等のサービス創出の現状

および課題等を把握することを目的として、当協議会の会員事業者や全国の在宅介護事業者を

対象にアンケート調査を実施した（調査票2,000件配布・回収率11.7%）。 

 

２．介護事業者・自治体を対象とするヒアリング調査（先進事例調査） 

 手引き作成のための基礎情報を収集することを目的として、①生活支援・介護予防サービス創

出に取り組んでいる介護事業者等、②介護事業者と連携した生活支援・介護予防サービスの創

出に積極的に取り組む自治体に対してヒアリングを実施した。 

 

３．生活支援等サービス創出に関する試行事業の実施 

 専門職と地域住民との協働の場づくりのあり方や具体的な協働の方法、住民ニーズを具体的な

サービスへつなげるための方法を検討することを目的に、都市部および地方部で「地域住民と

専門職人材との協働によるサービス創出」に関する試行事業を実施した。 

 

４．有識者検討委員会の開催 

 成果物の内容に対する助言などを通じて事業全体の質の向上を図るため、学識経験者、介護事

業者などから構成される検討委員会を組成した。 

 検討委員会の委員長は東北福祉大学小笠原浩一教授、当協議会側のプロジェクトリーダーは、

渡邊智仁理事（ぱんぷきん株式会社 代表取締役）が担当した。 
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５．成果物の作成 

 本事業の成果を取りまとめ、成果物（『地域を支える介護事業者とは－生活支援・介護予防サ

ービス創出の手引き－』）を作成した。 

 

６．成果の普及 

 完成した成果物は、全国の自治体や当協議会の会員事業者等へ配布した。 

 成果の普及啓発を目的とする報告会を３回（仙台・東京・大阪）開催した。 

 

図表：手引き作成の流れ 

 

 

手引きの内容  

 

１．本手引きのコンセプト 
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２．本手引きの内容（抜粋） 

（１）生活支援等サービス創出マニュアル（Q&A） 

 生活支援等サービスの創出マニュアルをQ&A形式で整理した。 

 

図表：本手引き内マニュアル部分の内容 
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（２）政策提言 

①介護事業者に対する提言（生活支援等サービスの介護経営上のメリット） 

○ 生活支援等サービスに関する取り組みを対外的に発信することにより、行政や他法人の居宅介

護支援事業所などからの信頼獲得や地域におけるブランドの確立につながる。【信頼獲得・地

域でのブランドの構築】 

○ 生活支援等サービスを行うことで、地域の様々な高齢者と接点を持つことが可能となる。仮に

そうした高齢者が要介護状態となった場合、介護が必要になる前の生活状況を理解した、より

質の高いケアの提供が可能になる。【生活歴を理解した質の高いケアの提供】 

○ 生活支援等サービスの創出・運営においては、地域の多様な主体と連携を行うことが求められ

る。その結果、新たな事業アイデアや知識獲得につながる外部ネットワークの広がりが期待さ

れる。【外部ネットワークの拡大】 

○ 職員を生活支援等サービスへ関与する仕組みを設けることで、介護保険制度の枠内だけで支援

の在り方を考えていた当該職員の視野や思考の幅が拡大する。【職員の視野の拡大】 

○ 法人における幅広い事業への取り組みを発信することで、現状に問題意識を抱えている地域の

専門職などを採用面等で引き付ける効果が期待される。【人材確保への貢献】 

②地域の専門職に対する提言 

○ 生活支援等サービ鵜を通じて地域へ関わることで、異業種の人材や地域住民との協働の機会が

得られる。また、異なる価値観や専門職に対するニーズや期待感、これまで気が付いていなか

った地域課題などに触れることが可能となる。 

○ 加えて、社会資源として活用可能な団体などの情報も得られる可能性がある。その結果、自身

の専門性が持つ社会的な意義や価値の再認識、自身の視野や支援スキルの幅の拡大など、人材

としての成長が促進される。 

③行政に対する提言 

○ 行政と民間介護事業者が共に「地域の困り事の解決に向けて活用可能な資源を最大限に活用す

る」という視点に立ち、サービス創出ノウハウや人的資源を有する民間事業者と行政が連携し

て住みよい地域づくりに向けた取り組みを全国で推進していくことが求められる。 

○ （総合事業などのために）自治体で地域の社会資源の分析を行う際には、NPO 法人などの団体

だけでなく、潜在的なキーパーソンの担い手を含む地域の互助活動のリーダー人材の探索・発

掘も行うことが重要である。 

○ 我々民間事業者でも、社会福祉に関する知見を活用し、自治体と連携して法人内外のキーパー

ソン人材の育成や発掘等に貢献していく。 

以 上 


